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株式会社総合環境計画
代表取締役　浦野　幹夫

東京本社 東京都江東区牡丹一丁目１４番１号
大阪本社 大阪市西区立売堀一丁目３番１３号
中部支社 名古屋市中区錦一丁目１０番１２号
茨城事務所 茨城県神栖市石神４３４番地１
北関東事務所 埼玉県さいたま市北区土呂町二丁目４４番地１３
千葉事務所 千葉県千葉市中央区富士見二丁目７番９号
横浜事務所 横浜市港南区日野南六丁目１０番１１号
三重事務所 三重県四日市市諏訪栄町７番３４号
岐阜事務所 岐阜市入舟町三丁目３２番地３
滋賀事務所 滋賀県守山市三宅町５０番２２号
京都事務所 京都市伏見区京町五丁目９４番地
奈良事務所 奈良市青垣台三丁目７番地の３
神戸事務所 神戸市中央区磯辺通一丁目１番１８号
姫路事務所 姫路市北今宿一丁目５番８号
岡山事務所 岡山県岡山市北区本町６番３６号

環境管理統括者　　 代表取締役　　浦野　幹夫
環境管理責任者　　 技術部部長　　横山　隆二郎 E-mail： yokoyama@sepc.co.jp
連絡先担当者　　 総務部　　　　青木　雅雄 E-mail： aoki-m@sepc.co.jp
TEL：06-4390-5101 FAX：06-4390-5600

建設コンサルタント業、測量・設計業、計量証明事業

　　 設立 ：　1989年8月
資本金 ：　4,500万円
売上高 ：　お問い合わせ下さい
従業員 ：　東京本社　15人　　　大阪本社　31人
床面積 ：　東京本社　314.83㎡　大阪本社　479.35㎡

6月～5月 （本レポートの対象期間は1月～12月）

　　　登録組織名： 株式会社総合環境計画　東京本社
株式会社総合環境計画　大阪本社

中部支社、茨城事務所、北関東事務所、千葉事務所、横浜事務所、三重事務所、
岐阜事務所、滋賀事務所、京都事務所、奈良事務所、神戸事務所、姫路事務所
岡山事務所
※令和4年9月1日に三重事務所を開設（北陸、和歌山、四国は閉鎖）

　　　活　　　動： 建設コンサルタント業、測量・設計業、計量証明事業

（２）所在地

（３）環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

１．組織の概要

（１）名称及び代表者名

□認証・登録を行う対象組織・活動

（６）事業年度

２．対象範囲

（４）事業内容

（５）事業の規模
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 本社・支社・事務所
 (全従業員)

・環境経営方針を理解し、環境経営への取組の重要性を自覚する
・環境経営活動へ自主的・積極的に参加する

 環境管理責任者

・環境経営システムを構築・運用する
・法規制等の最新情報の収集及び遵守状況の把握を行う
・環境経営方針を周知する
・環境経営目標及び環境経営計画を作成し、実施状況を報告する
・教育訓練を実施する
・環境経営活動の取組結果を代表者へ報告する
・環境経営レポートの内容を確認する

 環境管理事務局
 (総務部)

・環境管理責任者を補佐する
・環境経営システムを実施する
・運用管理を行う
・環境関連の外部コミュニケーションの窓口
・環境経営レポート等の関連書類を作成する

 本社・支社・事務所
 (部課長)

・自部門における環境方針の周知し、環境経営システムを実施する
・自部門の従業員に対する教育訓練を実施する
・自部門に関連する環境経営計画を実施し、記録及び達成状況の報告を行う
・自部門の特定された緊急事態への対応のための手順書を作成する
・自部門の問題点の発見、是正、予防処置を行う

 環境管理統括者
 (代表取締役)

・環境経営に関する統括責任
・環境経営システムの実施及び管理に必要な設備、費用、時間、人を用意する
・環境管理責任者を任命する
・代表者による全体の評価と見直しを実施する
・環境経営方針の策定・見直しを行う
・環境経営レポートを承認する

 環境管理委員会
 (役員会)

・環境管理統括者を補佐する

環境管理事務局

(総務部)

【環境経営システム組織図】

東京本社
(技術部・営業部)

大阪本社
(技術部・営業部)

支社・事務所

役割・責任・権限

環境管理責任者

(役員会)

環境管理統括者

(代表取締役)

環境管理委員会
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３．環境経営方針

基本理念

　 　株式会社総合環境計画は、地球温暖化や外来生物による生態系被害などの
　　 様々な環境問題を当社の課題及びチャンスとして認識し、その解決のために
　　 企業活動を通し地球環境への負荷の軽減及び環境保全を行い、豊かな自然環
　　 境を次世代へと残していく責務を果たします。また、持続可能な循環型社会

の構築の為に、環境コンサルタントとして創造を行い、社会貢献します。そ

のために以下の行動をします。

行動指針

１．株式会社総合環境計画は計画、調査、設計の諸活動において、合理的で

　　質の高いサービスを提供するため、その事業活動やサービスが環境に与

　　える影響を評価し、技術的、かつ経済的に可能な範囲で環境目的・目標

　　及びその実施のプログラムを定め、見直しを行いながら環境保全活動の

　　継続的な改善及び汚染の予防を図ります。

２．環境関連の法令・条例を遵守し、一層の環境保全に取り組みます。

 

３．株式会社総合環境計画が行う事業活動、コンサルティングサービス等を

　　通じて、次の項目を環境保全活動の重点項目として取り組みます。

　　① 電気の省エネルギー活動による二酸化炭素排出抑制の推進

　　② 紙類の節約による省資源化の推進

　　③ 業務における廃棄物の適正処理の実践

　　④ 日常的な事業活動における節水の推進

　　⑤ 環境負荷低減型の商品・製品の優先的購入（グリーン購入）

　　⑥ 化学物質の適正管理及び適正処理

　　⑦ 環境配慮型・環境保全型のコンサルティングの拡大

４．社員並びに協力会社に対し、環境に関する教育及び意識向上活動を実施

　　し、広く一般の人々に対し環境に関する情報発信を自主的に実施します。

株式会社環境総合計画

環　境　経　営　方　針

２ ０ ２ ３ 年 ０ ７ 月 １ ２ 日

株 式 会 社 総 合 環 境 計 画

代 表 取 締 役 浦 野 幹 夫
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４．環境経営目標

　　　また、上記の中でも、地球温暖化、ごみ問題、外来生物による生態系被害を優先度の高い
　　課題と考え、関連する業務の受注を増やし、当社の環境経営活動を通して、環境情報の提供

　エコアクション２１の環境活動評価プログラムを活用して、環境負荷の実態を把握・評価した。

その結果、当社の直接的な環境影響側面として「省エネルギー」、「省資源」、「廃棄物処理」、
「節水」、「化学物質管理・処理」の５つ、製品及びサービスにおける環境影響側面として「グ
リーン購入」、「コンサルティング業務の拡大」の２つが挙がった為、具体的な環境経営目標を
以下のように設定する。

　①省エネルギー（電気使用量：負荷の高い要素）
　　　電気使用量を指標とした二酸化炭素排出量削減を推進する。

　②省資源（コピー用紙使用量：負荷の高い要素）
　　　コピー用紙について、その使用量を削減する。

　　　当社のコンサルティング業務における製品及びサービス自体が環境保全及び配慮に係る社

　③廃棄物処理（コピー用紙：負荷の高い要素、コピー用紙以外：負荷の低い要素・数量把握が困難）
　　　主に使用済みコピー紙から成る資源ゴミは再資源ゴミとして一般廃棄物への混入を抑制し、
　　ゴミ分別を徹底することにより一般廃棄物の排出抑制に努める。
　　　なお、水銀を含む廃棄物（蛍光灯等）処理する際は、産業廃棄物として適切に処理する。

　④グリーン購入（グリーン購入：負荷の低い要素）

　　・総排水量（水使用量：負荷の低い要素・数量把握が困難）
　　　給湯室・トイレは他のテナントと共用であり、水使用量の数量把握が難しい。
　　その為、目標からは除外するが、従業員への呼びかけ等により、節水に努める。
　　・社会貢献（コンサルティング業務の拡大）

　　　業務遂行や製品・サービスのために使用する消耗品及び事務用品の購入において、環境に
　　配慮した物品の優先購入（グリーン購入）を推進し、全購入品目に占めるグリーン購入品の
　　割合を高める。

　　などの社会貢献を行う。　　

　　会的活動の側面が大きいことから、当社コンサルティング業務の売上拡大を推進する。

　⑤化学物質管理・処理（主にホルマリン：負荷の低い要素）
　　　化学物質の使用量、保管量、使用方法、使用場所、保管場所などを経時的に把握し、適正
　　に記録･管理する。廃液は専門の業者に依頼し、適正に処理する。

　【環境経営目標の対象外の取組みについて】
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【取組期間(2022年1月～2022年12月)の環境経営目標】

項目
基準年

（2021年1月～2021年12月）
目標

 ① 電気使用量
　 (二酸化炭素排出量)

 80,676kWh  対基準年比1.0%削減（79,869kWh）

 ② 廃棄物排出量
　 (コピー用紙使用量)

 3,765kg  対基準年比1.0%削減（3,727kg）

 ③ 廃棄物排出量
　 (コピー用紙以外)

 資源ゴミと一般廃棄物の分別を
 徹底する事により、一般廃棄物
 の排出抑制に努める

 資源ゴミと一般廃棄物の分別を徹底す
 る事により、一般廃棄物の排出抑制に
 努める。

 ④ グリーン購入  購入比率 65%  購入比率 65.5%

 ⑤ 化学物質の適正管
    理及び適正処理

 -

 主にホルマリンの使用量、保管量、使用方
 法、使用場所、保管場所などを経時的に把
 握し、記録・管理する。廃液は専門の業者
 に依頼し、適正に処理する。
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項目

二酸化炭素排出量
kg-
CO2

(二酸化炭素排出係数)
kg-CO2
/kWh

kg-CO2
/kWh

kg-CO2
/kWh

kg-CO2
/kWh

（二酸化炭素排出係数は2021年発表値）

【2022年以降の環境経営に関する中期目標】
基準年 2022年 2023年 2024年

2021年1月～2021年12月 2022年1月～2022年12月 2023年1月～2023年12月 2024年1月～2024年12月

30,459 （参考値） （参考値） （参考値）

(関電)0.318
(東電)0.442

(関電)0.318
(東電)0.442

(関電)0.318
(東電)0.442

(関電)0.318
(東電)0.442

電気使用量 80,676 kWh 対基準年比1%削減 対基準年比2%削減 対基準年比3%削減

廃棄物排出量
（コピー用紙使用量）

3,765 kg 対基準年比1%削減 対基準年比2%削減 対基準年比3%削減

廃棄物排出量
（上記以外）

排出抑制に努める 排出抑制に努める 排出抑制に努める 排出抑制に努める

グリーン購入比率 65.0 %
65.5%

(過去4年間の平均値)
65.5%

(過去4年間の平均値)
65.5%

(過去4年間の平均値)

主にホルマリンの適
正管理及び適正処理

適正な管理と
処理を行う

適正な管理と
処理を行う

適正な管理と
処理を行う

適正な管理と
処理を行う

①二酸化炭素排出量・電気使用量

　業務効率化・残業時間の短縮を図るとともに、機器使用時の節電・空調温度適正化・不使用機器の

電源オフを徹底し、二酸化炭素排出量（電気使用量）削減に努める。

電気使用量は既に限界に近い状況と認識し、目標は上記の通りとする。

②廃棄物排出量（コピー用紙使用量）

　提出物以外の印刷は縮小集約コピー印刷、両面印刷、裏紙印刷を徹底するとともに、不要コピーを

排除し、可能な限りペーパーレス化・電子化する事で用紙の削減に努める。

③廃棄物排出量（上記以外）

　大阪市条例と大阪市指定の資源・ごみの分別方法を順守し、廃棄物排出量の削減に努める。特に使

用済コピー紙が一般廃棄物に混入しないよう分別を徹底する。

④グリーン購入比率

　購入前に、十分な選定を行い、極力環境に配慮した物品を優先的に購入するよう努め、グリーン購

入の比率を維持する。（過去4年間の平均値65.5%を目標値とする。）

　化学物質の使用量、保管量、使用方法、使用場所、保管場所などを経時的に把握し、適正に記録・

管理する。廃液は専門の業者に依頼し、適正に処理する。少量の為、使用量の削減は目標としない。

コピー用紙使用量は既に限界に近い状況と認識し、目標は上記の通りとする。

⑤主にホルマリンの適正管理及び適正処理
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５．環境経営目標に対する実績

　・主要な環境負荷は、2022年実績として2022年1月から2022年12月のデータにもとづいて、
　　目標対比実績を記録した。

① 二酸化炭素排出量(電気使用量)の実績

項目

(↗)

(↗)

②～③ 廃棄物排出量の実績※分別方法は自治体指定の方法に拠る

項目

(↘)

6,990 枚/件 5,023 枚/件 枚/件 枚/件

(↘)

④ 事務用品のグリーン購入の実績

項目

(↗)

⑤ 化学物質の適正管理及び適正処理の状況

項目

購入 0.00 kg 購入 0.00 kg 購入 - kg 購入 - kg

使用 0.65 kg 使用 0.20 kg 使用 - kg 使用 - kg

廃棄 0.00 kg 廃棄 0.00 kg 廃棄 - kg 廃棄 - kg

主にホルマリンの適
正管理及び適正処理

【化学物質の適正管理及び適正処理の2022年～2024年の状況】
基準年 2022年 2023年 2024年

2021年1月～2021年12月

%

対基準年比－%

kWh

kg-
CO2

69.765

2024年

2024年

2024年

2022年 2023年

排出抑制に努める

kg

グリーン購入比率
% %

対基準年比+4.7%

kg3,765

基準年

排出抑制に努める

%

【グリーン購入の2022年～2024年の実績】
基準年

廃棄物排出量※参考
（受注件数に対する
 コピー用紙使用量）

排出抑制に努める

対基準年比－%

廃棄物排出量
（上記以外）

(枚/件)

排出抑制に努める

2022年 2023年

2,583

対基準年比-31%

(関電)0.318
(東電)0.442

kg-
CO2
/kWh

(810,800枚/116件) (547,500枚/109件) (枚/件)

30,459
kg-
CO2

対基準年比－%

31,148

kg-
CO2
/kWh

(関電)0.318
(東電)0.442

基準年

kg-
CO2
/kWh

(関電)0.318
(東電)0.442

kg-
CO2
/kWh

基準年

kgkg

kg-
CO2

(関電)0.318
(東電)0.442

廃棄物排出量
（コピー用紙使用量）

二酸化炭素排出係数

kWh 82,730

対基準年比－%

【廃棄物排出量の2022年～2024年の実績】

kWh

対基準年比+2%

【二酸化炭素排出量の2022年～2024年の実績】

二酸化炭素排出量
※参考値

2022年

電気使用量

2023年

対基準年比+2%

80,676

対基準年比-28%

2021年1月～2021年12月 2022年1月～2022年12月 2023年1月～2023年12月 2024年1月～2024年12月

目標は基準年比 -1% 目標は基準年比 -2% 目標は基準年比 -3%

2021年1月～2021年12月 2022年1月～2022年12月 2023年1月～2023年12月 2024年1月～2024年12月

kWh

kg-
CO2

2024年1月～2024年12月

目標は基準年比 -1%
ならびに排出抑制

目標は基準年比 -2%
ならびに排出抑制

目標は基準年比 -3%
ならびに排出抑制

2021年1月～2021年12月 2022年1月～2022年12月 2023年1月～2023年12月 2024年1月～2024年12月

目標は適正管理と処理 目標は適正管理と処理 目標は適正管理と処理

目標は -65.5% 目標は -65.5% 目標は -65.5%

2022年1月～2022年12月 2023年1月～2023年12月
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① 二酸化炭素排出量(電気使用量)の実績

項目

(↘) (↘) (↘)

(↘) (↘) (↘)

②～③ 廃棄物排出量の実績※分別方法は自治体指定の方法に拠る

項目

(↘) (↘) (↘)

8,165 枚/件 6,087 枚/件 5,843 枚/件 6,990 枚/件

(↘) (↘) (↘)

④ 事務用品のグリーン購入の実績

項目

(↗) (↘) (↗)

⑤ 化学物質の適正管理及び適正処理の状況

項目

購入 - kg 購入 - kg 購入 1.00 kg 購入 0.00 kg

使用 - kg 使用 - kg 使用 0.95 kg 使用 0.65 kg

廃棄 - kg 廃棄 - kg 廃棄 0.00 kg 廃棄 0.00 kg

【過去実績（2019年～2021年）】

対基準年比-7% 対基準年比-21%

対基準年比-39%

対基準年比-25% 対基準年比-28% 対基準年比-14%

kg-
CO2
/kWh
(2020

(関電)0.318
(東電)0.442

対基準年比-31%

2020年1月～2020年12月

82,735 kWh

31,633
kg-
CO2

2021年1月～2021年12月

80,676

【二酸化炭素排出量の過去実績】

2018年1月～2018年12月

二酸化炭素排出量
※参考値

2019年1月～2019年12月

2019年

対基準年比-23%

電気使用量

2020年

対基準年比-16%

106,045

kg-
CO2
/kWh
(2017

(関電)0.351
(東電)0.443

廃棄物排出量
（コピー用紙使用量）

二酸化炭素排出係数

kWh 98,093

対基準年比－%

【廃棄物排出量の過去実績】

kWh

kg-
CO2

基準年

3,765

kg-
CO2
/kWh
(2019

(関電)0.334
(東電)0.455
(中電)0.452

kg-
CO2
/kWh
(2018

基準年

2018年1月～2018年12月

kgkg

(関電)0.418
(東電)0.462
(中電)0.472

(1,314,600枚/161件) (1,101,700枚/181件) (812,200枚/139件)

46,805
kg-
CO2

対基準年比－%

39,128

3,816

対基準年比-32%

対基準年比－%

廃棄物排出量
（上記以外）

(810,800枚/116件)

排出抑制に努める

2019年 2020年

5,093

対基準年比-18% 対基準年比-39%

kg6,272

基準年

排出抑制に努める

2020年1月～2020年12月 2021年1月～2021年12月

%

【グリーン購入の過去実績】
基準年

廃棄物排出量※参考
（受注件数に対する
 コピー用紙使用量）

排出抑制に努める

グリーン購入比率
% 65

対基準年比+1%

%

対基準年比+10% 対基準年比-5%

2021年

2021年

2019年1月～2019年12月 2020年1月～2020年12月 2021年1月～2021年12月

2019年 2020年

排出抑制に努める

kg

31,882

%

対基準年比－%

kWh

kg-
CO2

7464

2018年1月～2018年12月

2021年

2019年1月～2019年12月

59

【化学物質の適正管理及び適正処理の過去状況】
基準年 2019年 2020年 2021年

2018年1月～2018年12月 2019年1月～2019年12月 2020年1月～2020年12月 2021年1月～2021年12月

主にホルマリンの適
正管理及び適正処理
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６．環境経営目標及び計画に対する取組結果とその評価、次年度の取組み

(↗)

(↗)

(↘)

6,920 枚/件 5,023 枚/件

(↘)

(↗)

購入 0.00 kg

使用 0.20 kg

廃棄 0.00 kg

対目標比+3%

対基準年比 -1%(↘)

【総排水量】
●節水に努めている。

2,583

 ① 電気使用量

対基準年比 -1%(↘)

●継続して業務発注される部署や補助金関連については、技術と連携して公告前に営業の動きを行う。

●東京支社では2022年度も引き続き、中途社員の応募、技術部体制の強化を図っていき、自然環境分野

◎

排出抑制に努める

○

目標値 65.5%

 ③ 廃棄物排出量
   （上記以外）

排出抑制に努める

【目標との比較】

2022年1月～2022年12月
項目

 ① 二酸化炭素排出量※参考

対象年の実績 評価（上段）

目標値（下段）

◎

－

kg

△

対基準年比 -1%(↘)

△

対目標比+3%

31,148 kg-CO2

82,730 kWh

－

 ② 廃棄物排出量※参考
   （受注件数に対する
　　コピー用紙使用量）

(547,500枚/109件)

対目標比-30%

対目標比-27%

 ② 廃棄物排出量
   （コピー用紙使用量）

　毒物劇物危害防止規定に則った管理ができている。2022年に廃液の廃棄は行われなかった。

対目標比+4.2%

69.7 %

評価：◎よくできた　○できた　△あまりできなかった　×全くできなかった

 ⑤ 主にホルマリンの適
　　正管理及び適正処理

【電気使用量・二酸化炭素排出量】
●基準年の1%削減を目標とし、本年は2%の増加となり目標を達成できなかった。

【廃棄物排出量（コピー用紙使用量）】
●基準年の1%削減を目標とし、本年は28%の削減となり目標を達成した。

【グリーン購入】

　今後も、引き続き取り組みを推進していく。

　今後も、引き続き取り組みを推進していく。

 ④ グリーン購入比率

◎

適正管理及び適正処理

【化学物質の適正管理及び適正処理（主にホルマリン）】

●目標値65%に対して、本年の値は69.7%となり目標を達成した。

【社会貢献（環境配慮型・環境保全型のコンサルティングの拡大：売上で評価）】

●保管庫、毒劇物管理簿、毒物劇物保管庫の鍵の管理簿から化学物質の適正な管理状況を確認でき

　今後も、引き続き取り組みを推進していく。

●2021年度は、大阪支社においては、粗利の目標額を達成した。

●大型物件の鉄道運輸機構の業務を受注及び契約変更、国土交通省六甲砂防事務所の最終年で3年分の

　増額変更の要因が大きい。2022年度は同じ事象は期待できない。

●同時に特定外来種駆除実績のアドバンテージを活かした受注ができている。

●受託業務をこれまでよりも絞り込み、防災や都市計画などの得意分野に注力したことで、目標額まで

　あと一歩のところまで到達できたと考えている。

●一方、東京支社では粗利目標に対して、約97%程度の達成率となった。

目標

79,869 kWh

30,154 kg-CO2

3,727 kg

　については得意な分野に当面は絞り込んで受注活動を行う。

適正管理及び適正処理

排出抑制に努める

65.5 %

●次年度に向けて、特定外来種業務の受注量を拡大するために、作業員（バイト）の採用に努める。
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対象期間

基準年

2021年1月～2021年12月

(2020年6月～2021年5月)

2021年度

2022年1月～2022年12月

(2021年6月～2022年5月)

【社会貢献（2021年～2024年の主な環境配慮業務の受注実績）】

・環境基本計画策定支援業務（宮津市、池田市、明石市）

・外来生物調査/防除(環境省、川崎市、神戸市)

・地球温暖化対策実行計画改定支援業務委託（牛久市、高石市）

・一般廃棄物処理基本計画策定業務委託（川越市、八潮市）

・ごみ組成分析業務（さいたま市）

取組みの内容

・都民とともに進める川づくり調査委託（東京都）

・自然再生活動の持続的発展に向けた先行事例･課題等調査（環境省）

・森づくり活動･調査支援業務（国土交通省）

・温室効果ガス排出量等算定業務委託（東京都、さいたま市、豊田市）

・再生可能エネルギー導入量等調査委託（東京都）

・森林整備造成計画作成業務（神戸市）

・蝶類に関する情報収集及び連絡会議開催等業務（環境省）

・竹林整備にかかる指導業務（神戸市）

・自然環境調査(鉄道建設・運輸施設整備支援機構、東京都、名古屋市、神戸市道路公社、民間等）

・野生動物共生林整備 基本計画/調査（兵庫みどり公社）

・太陽光発電事業に係る環境影響調査等条例･関係法令等対応（民間）

・環境基本計画策定/改定/進行管理等(さいたま市、草津市、大東市、加東市)

・自然公園等施設長寿命化計画策定(環境省)

・地球温暖化対策実行計画策定/改定(吹田市、高槻市)

・温室効果ガス排出の削減に向けた調査(名古屋市)

・再生可能エネルギー導入量等調査（東京都）

・里地里山の活性化による生物多様性保全の推進支援（神戸市）

・自然環境調査(水資源機構、東京都、東久留米市、神戸市、鉄道建設・運輸施設整備支援機構）

・外来生物調査/防除(環境省、横浜市、大阪市、神戸市)

・里山防災林整備 基本計画調査業務（ひょうご農林機構）

・二次的自然環境における生物多様性保全検討/調査（農林水産省）

・廃棄物処理基本計画策定（越谷市、浜松市）

・自然再生広報戦略検討等（環境省）

・自然再生活動の持続的発展に向けた先行事例･課題等調査（環境省）

・二次的自然環境における生物多様性保全検討/調査（農林水産省）

・生きもの多様性プラン改訂に係る現状分析評価等（柏市）

・鳥獣保護管理事業計画策定業務委託（愛知県）

・里地里山の活性化による生物多様性保全の推進支援（神戸市）

10



　格納スペースの整理・整頓

【総排水量】 ・従業員への呼びかけ等により、節水に努め ・継続して実施する

・節水 　水を出しっぱなしにしない

　る

　単価の高い東京案件の受注を増やし、大

　　　"

・受注率の向上及び営業力強化

　　　"

・契約変更（増額）による利益確保

　　　"

　　　"

　業務表彰を活かせる公募案件は積極的

　社外セミナーや研修への参加を呼び掛け 　　　"

・業務特性を踏まえた目標原価率の設定

　原価率の縮減を図る事による利益確保

　継続して実施する　OJTによる取り組みを継続する

・技術力及び品質の向上

・業務特性を踏まえた目標原価率の設定

・無人エリアの消灯（使用時のみ点灯）

　帰宅時の電源OFF

・両面印刷の励行

・縮小集約印刷の励行

・クールビズ・ウォームビズの励行

・ノー残業デーの拡大

・グリーン購入の促進

　空調温度の適正化

・廃紙類の分別処理

【環境経営計画の内容】

　　　"

　　　"

・業務時間外消灯チェック ・継続して実施する

次年度の取組み内容取組み内容項目

・パソコン・エアコン利用時の節電

【省エネルギー】

　　　"

　　　"

　　　"

　　　"

　　　"

　　　"

　　　"

・利益率の大きな計画系業務の受注拡大

・電気使用量削減
・二酸化炭素排出量削減

　　　"

・継続して実施する【省資源・廃棄物処理】

・継続して実施する

　　　"

　　　"

・廃棄物排出量削減
　（コピー用紙使用量

・継続して実施する

　　　"

　削減）

・主にホルマリンの適正
　管理及び適正処理

【グリーン購入】
・グリーン購入推進
【化学物質管理・処理】

・コンサルティング業務

・毒物劇物危害防止規定に則った管理及び処

　理

・利益率の大きな計画系業務の受注拡大

・不要コピー排除

・裏紙使用の励行

・文書ペーパーレス化の励行

・社内資料の電子化

・会議資料等の簡素化

【社会貢献】

　継続して実施する

　　　"

　　　"

　　　"

　向上 　向上

　企画提案書作成に際しての照査体制強化

・受注率の向上及び営業力強化

　継続して実施する　継続発注業務の情報をいち早く入手す

　入札情報収集サイトを活用して情報を集

　を行う（情報収集力の強化）

　め、発注が多い地域の入札に参加する

　継続して実施する

・執務空間の環境改善による作業効率の ・執務空間の環境改善による作業効率の

　に入札参加する

・契約変更（増額）による利益確保

　業務の中で積極的に提案を行う 　継続して実施する

・支社間の協力体制強化

　　　"

　　　"

　特定外来種駆除実績のアドバンテージ

・支社間の協力体制強化

　を活かした業務受注を増やす

　作業を補佐する

　る為、営業と技術が連携して情報収集　

　　　"

　　　"

　　　"

　　　"

　を営業部が行う 　　　"

　　　"

　技術部が作成した報告書類の事前確認 　　　"

・技術力及び品質の向上

　継続して実施する

　　　"

　業務内容によっては営業部が技術部の 　　　"

　化する（特に東京支社）

　中途社員を採用し、技術部の体制を強

　競合相手が少ない計画と調査がセットに

　なった業務受注を目指す

　　　"

　　　"

　等）

　る資格取得支援を行う（資格手当の支給 　　　"

　阪で消化する

　の拡大（環境配慮/保全
　型業務の受注）

　受注を拡大する為、作業員（バイト）の

　採用に努める

　東京支社では、当面は得意分野に絞って

　、営業活動を行う

　継続して実施する
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７．環境関連法規等の遵守状況の確認、並びに違反、訴訟等の有無

 上記法律に基づく自治体の環境関連条例 順守している

 廃棄物の発生抑制
 適正処理
 再生利用と減量化推進
 再生品の使用と施策への協力

 グリーン購入法 順守している 環境物品等を選択するよう努める

順守している

要求事項

順守している

 外来生物法

 特定家庭用機器廃棄物の排出を抑制
 排出する場合、適正な業者で適正な処分

 家電リサイクル法

 騒音規制法、大阪府条例  特定施設の届出

 循環型社会形成推進基本法 順守している

毒物及び劇物取締法 毒物及び劇物の適正管理 順守している

 フロン排出抑制法  フロンガス排出抑制 空調機は管理会社が管理

 公共下水道又は流域下水道で終末処理場に排出する
 場合の排出基準

 下水道法 規制物質の排出はない

 道路交通法  交通安全の確保

空調機は管理会社が管理

法規制等の名称

 環境基本法

 地球温暖化防止法

 上記法律に基づく自治体の環境関連条例

 上記法律に基づく自治体の環境関連条例

順守評価

順守している

順守している
 環境負荷の低減、環境保全に努める

 廃棄物の発生抑制
 適正処理
 再生利用と減量化推進

順守している

特定排出者には該当しない

特定排出者には該当しない
 温室効果ガスの削減

化学物質排出把握管理促進法 化学物質排出時の排出量把握及び適正管理

　上記及びその他環境関連法規、条例、顧客からの要求事項等について、以下の方法により法規制の制定、
改正情報を確認した結果、上記に追加する事項はなかった。

　環境関連法規等への違反はなし。
また、過去において関係当局からの違反等の指摘はなく、訴訟等もない。

※2023年1月、環境省、東京都、大阪府及び大阪市のホームページにより更新状況確認。

 特定外来生物の飼養・栽培・保管・運搬の禁止
 防除

順守している

 廃棄物処理法

レンタカー使用時等順守している

 大気汚染防止法  自動車排ガス規制 レンタカー使用時等順守している

 上記法律に基づく自治体の環境関連条例 順守している
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８．代表者による全体評価と見直しの結果

環境経営方針：改訂□要 ☑不要

目的・目標：改訂□要 ☑不要

EMSのその他の要素の変更 ：改訂☑要 □不要

　　（全　体　評　価）

　　（代表者による見直し）

　2022年では、一般廃棄物（紙使用量）の削減、グリーン購入、化学物質の
適正管理及び適正処理（主にホルマリン）について、目標を達成する事がで
きたが、電気使用量（二酸化炭素排出量）の削減について、目標を達成する
事が出来なかった。

　電気使用量は基準年の1%削減を目標としていたが、2%の増加となった。上
記の主な要因は、人手不足による残業時間の増加と考えられるが、同時に電
気使用量の削減という目標が限界に達しつつあるとも考えられる。

　一般廃棄物（紙使用量）の削減は基準年の1%削減を目標としていたが、28%
削減する事が出来た。

　グリーン購入は購入比率65%の目標に対して、実際の購入比率は69.7%と
なった。

　大阪支社においては、粗利目標額を達成した一方、東京支社では前年同様
粗利目標に到達しなかったが、目標の約97%程度にまで達しており、改善され
ている。（63%→97%）とは言え、依然として中堅以上の技術者が慢性的に不
足しており、これが受注の質・量の確保、成果品の品質の確保に対する大き
な課題となっている。

　継続的に、地球温暖化対策計画策定業務や環境基本計画の策定業務、外来
種（ヒアリやツマアカスズメバチ等）防除業務を受注している。また、森づ
くり活動･調査支援業務、鳥獣保護管理事業計画策定業務委託、里地里山の活
性化による生物多様性保全の推進支援、自然再生活動の持続的発展に向けた
先行事例･課題等調査など、官公庁の業務を通して、当社の特色を生かした社
会貢献が出来ている。今後も、環境との調和を図りながら持続的に成長して
いけるよう、環境配慮型業務の受注促進に努める。

　本年は、環境負荷の低減・経営活動共に概ね良い結果が得られた。
　今回の結果を踏まえ、環境経営方針・環境経営目標・環境経営活動計画及
び環境マネジメントシステムの目標項目変更は行わない。ただし、環境配慮/
保全型業務の受注を増やす為の取り組み内容及び実施体制については、見直
しを行う。
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